
証券コード　5618
（発送日）　2024年11月20日

（電子提供措置開始日）　2024年11月14日
株　主　各　位

東京都品川区東五反田一丁目24番２号
ナ イ ル 株 式 会 社
代表取締役社長 高 橋 飛 翔

【当社ウェブサイト】
　https://nyle.co.jp/ir/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

臨時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「株式について」の箇所より「株主総会」を選択いただ
き、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ナイル」又は「コード」
に当社証券コード「5618」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年12月4日（水曜日）午
後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2024年12月５日（木曜日）午後２時（受付開始予定時刻　午後１時30分）
（開催時刻が前回と異なりますので、お間違えのないようご注意ください。）

２．場 所 東京都品川区西五反田七丁目22番17号
TOCビル13階　特別ホール（130号）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 当社取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の

額及び内容に関する件
第３号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件

［インターネットによる議決権行使の場合］
　後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげま
す。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬　具
記
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面及びインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる

ものを有効とさせていただきます。また、インターネットにより複数回議決権を行使された場
合は、最後に行われたものを有効とさせていただきます。

(2) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

(3) 代理人によるご出席は、当社の議決権を有する他の株主様１名に限らせていただきます。この
場合、委任された株主様の議決権行使書用紙とともに委任状等の代理権を証明する書面が必要
となりますので、会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。株主様ではない代
理人及び同伴の方等株主様以外の方は、株主総会にご出席いただけません。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会の決議通知につきましても、本株主総会終了後、上記当社ウェブサイトに掲載させてい
ただきます。

◎本株主総会におけるお土産のご用意はございません。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2024年12月５日（木曜日）
午後２時（受付開始:午後１時30分）

2024年12月４日（水曜日）
午後６時入力完了分まで

2024年12月４日（水曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２・３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。
・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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現 行 定 款 変 更 案
第12条（招集）
　当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日か
ら３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会は、必要に応じ
て招集する。

第12条（招集）
（現行どおり）

（新設） ２．当会社の株主総会は、場所の定めのない株主総会
とすることができる。

株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件
１. 提案の理由
　「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」の施行により、上場会社において、定款に
定めることにより一定の条件のもと、場所の定めのない株主総会（いわゆる「バーチャルオンリ
ー株主総会」)の開催が可能となっております。当社は、予期しない感染症や自然災害等の大規
模災害発生時のリスクの低減、社会のデジタル化の推進等を念頭に、株主総会開催方式の選択肢
を拡充することが株主の皆さまの利益に資するものと考え、場所の定めのない株主総会を開催で
きるよう、現行定款第12条に第２項を新設するものであります。なお、当社は経済産業省令及
び法務省令で定める要件に該当することについて、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けてお
ります。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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第２号議案　当社取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び
内容に関する件
Ⅰ．株式報酬型ストック・オプション制度を導入する理由

当社の業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高め、より一層株主の皆様の利益を重視した
業務展開を図ることを目的として、当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委
員である取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び新株予
約権の具体的な内容のご承認をお願いするものであります。

Ⅱ．株式報酬型ストック・オプションの内容
１）ストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する報酬は、会社法第361条第１項に
基づき、2021年３月29日開催の第14期定時株主総会において、取締役に対する金銭報酬とし
て、年額1億5,000万円以内（うち社外取締役分3,000万円以内。ただし、使用人分給与は含ま
ない。）、とすることをご承認いただき、今日に至っております。また、当社の監査等委員であ
る取締役の報酬は、2019年３月29日開催の第12期定時株主総会において、年額3,000万円以内
と決議しております。

このたび、当社の業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高め、より一層株主の皆様の利
益を重視した業務展開を図ることを目的として、従来の金銭報酬の額とは別枠にて、取締役（監
査等委員である取締役を除く。）に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報
酬等の額を年額5,000万円以内（うち、社外取締役分については1,000万円以内）、監査等委員
である取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額を年額500
万円以内とすることにつき、ご承認をお願いするものであります。

当社の取締役に対してストック・オプション報酬として発行する新株予約権の額は、新株予約
権の割当日において算定した新株予約権１個当たりの公正価額に、割当てる新株予約権の総数に
乗じた額となります。ここでいうところの割当日における新株予約権１個当たりの公正価額の算
定につきましては、新株予約権の公正価値の算定のために一般的に利用されている算定方法を用
いることとしております。

上記のストック・オプションの目的及び算定方法に加え、ストック・オプションの権利行使に
より発行される株式の発行済株式総数に占める割合は低く希薄化率は軽微であることから報酬等
の内容は相当であると考えております。

なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は５名（うち、社外取締役１名）、
監査等委員である取締役は３名（うち、社外取締役３名）であります。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １
株式分割・株式併合の比率

２）報酬等の内容（ストック・オプションとして発行する新株予約権の具体的な内容）
１．新株予約権の数の上限

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して各事業年度に係る定時株主総会
開催日から１年以内に発行する新株予約権の数の上限は、50,000個（うち社外取締役分につ
いては10,000個以内）とする。また、当社の監査等委員である取締役に対して各事業年度に
係る定時株主総会開催日から１年以内に発行する新株予約権の数の上限は、5,000個とする。

下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株
式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭
本新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。

３．新株予約権の内容
（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、
当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償
割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるもの
とする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株
予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ
いては、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率
また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行

う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理
的な範囲で適切に付与株式数の調整を行うことができるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法
本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたり

の払込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、本新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立してい

ない日を除く。）における株式会社東京証券取引所グロース市場における当社普通株式の
終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、その価
額が本新株予約権の割当日の終値（取引が成立していない場合はそれに先立つ直近取引日
の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式
により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
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既発行
株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額 ＝ 調整前

行使価額 × 新規発行前の時価
既発行株式数＋新規発行株式数

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の
発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株
式の処分または合併、会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の
交付の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は
切り上げる。

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数
から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自
己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え
るものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もし
くは株式交付を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合
には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間
割当日から新株予約権の付与決議の日後２年を経過した日から当該付与決議の日後 10 

年を経過する日までの範囲内で、取締役会が決定する期間とする。
（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社
計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とす
る。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、
上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた
額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも

のとする。
（６）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締
役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

②　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
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③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株
式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の取得に関する事項
（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約も

しくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株
式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）
がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権
の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本新株予約権
の行使ができなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、
行使ができなくなった当該新株予約権を無償で取得することができる。

（３）本新株予約権の目的である種類の株式についての株式の併合（当該株式に係る単元株式
数に株式の併合割合を乗じて得た数に１に満たない端数が生ずるものに限る。）が当社株
主総会で承認されたときは、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新
株予約権を無償で取得することができる。

（４）特別支配株主による株式売渡請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当社取
締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権を無償で取得することができる。

５．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換

または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組
織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１
項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を
以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社
の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、
株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。
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（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件

等を勘案のうえ、上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価
額に、上記５．（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間
上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から上記３．（３）に定める行使期間の末日までとする。
（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に

関する事項
上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。
（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。
（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記４に準じて決定する。
（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

６．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

７．その他の新株予約権の募集事項
その他の新株予約権の内容等については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会におい

て定める。

－ 11 －



第３号議案　資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件
１. 資本金及び資本準備金の額の減少の理由
　当社は、経営戦略の一環として、現在生じている繰越利益剰余金の欠損を填補し、財務体質の
健全化を図るとともに、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保し、資本構成の最適化をする
ことを目的として、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分を行いたいと存じま
す。
　具体的には、会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備
金の額を減少し、これらをその他資本剰余金に振り替えるとともに、会社法第452条の規定に基
づき、増加後のその他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替え、繰越利益剰余金の欠損額の填補
に充当するものであります。
　なお、資本金及び資本準備金の額の減少は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の振
替処理であり、当社の純資産額に変更はございません。

２. 資本金及び資本準備金の額の減少の内容
　会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少
させ、その他資本剰余金に振り替えるものであります。なお、当社が発行しているストック・オ
プション（新株予約権）が、減資の効力発生日までに行使された場合は、減資前の資本金及び資
本準備金の額が変動いたしますが、その場合でも減少する資本金及び資本準備金の額は以下の額
といたしますので、減少後の資本金及び資本準備金の額は以下の金額よりもストック・オプショ
ンの行使による資本金及び資本準備金の増加分だけ大きくなることとなります。
(１) 減少する資本金及び資本準備金の額
　資本金　596,258,179円のうち586,258,179円
　資本準備金　3,578,976,626円のうち2,307,229,573円

(２) 増加するその他資本剰余金の額
　その他資本剰余金　2,893,487,752円

３. 剰余金の処分の内容
　会社法第452条の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、増加
したその他資本剰余金2,893,487,752円を全額減少させ、繰越利益剰余金に振り替え、欠損填
補に充当するものであります。
(１) 減少する剰余金の項目及びその額　その他資本剰余金　2,893,487,752円
(２) 増加する剰余金の項目及びその額　繰越利益剰余金　2,893,487,752円

４. 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分が効力を生ずる日
　2024年12月５日（予定）

以上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

東京都品川区西五反田七丁目22番17号
TOCビル13階　特別ホール（130号）

※五反田駅から無料のシャトルバスがございます。
※途中で「第2TOC」停留所を経由しますが、
　終点の「TOCビル」でお降りください。
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